
板橋区教育標準時間における施設等利用給付認定に関する要綱 

（令和元年７月１１日区長決定） 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」

という。）その他の法令に基づき、教育標準時間における施設等利用給付認定

に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

（１）子育てのための施設等利用給付 法第３０条の２に規定する施設等利用

費の支給 

（２）教育標準時間における施設等利用給付認定 法第３０条の４第１項第１

号に掲げる満３歳以上の小学校就学前子ども（以下「幼児」という。）の

区分に係る法第３０条の５第２項に規定する施設等利用給付認定 

（３）幼稚園等 法第３０条の１１の規定により区長が確認した法第７条第１

０項第２号に規定する幼稚園及び第３号に規定する特別支援学校 

２ 前項に規定するもののほか、この要綱において使用する用語の意義は、法に

おいて使用する用語の例による。 

（申請） 

第３条 教育標準時間における施設等利用給付認定を受けようとする小学校就

学前子どもの保護者は、幼稚園等への入園が内定した後、子育てのための施設

等利用給付認定申請書（別記第１号様式。以下「申請書」という。）を区長に

提出しなければならない。 

２ 区長は、当該保護者に対し、教育標準時間における施設等利用給付認定のた

めの審査及び調査に必要な書類の提出を求めることができる。 

３ 申請書は、幼稚園等を経由して提出することができる。 

（必要書類） 

第４条 保護者は、申請書を提出する際は、必要な書類を添付しなければならな

い。 ただし、公簿等によって確認することができるときは、これを省略する

ことができるものとする。 

（調査及び審査） 

第５条 区長は、申請内容及び教育標準時間における施設等利用給付認定に係

る状況を把握するため、申請書及び必要書類の確認、保護者との面接等により

調査及び審査を行う。 

（子育てのための施設等利用給付認定） 

第６条 区長は、前条の規定による調査及び審査の結果、幼児に該当すると認め



られるときは、教育標準時間における子育てのための施設等利用給付認定を

行うものとする。 

２ 前項の規定による施設等利用給付認定を受けた幼児の保護者は、施設等利

用給付認定を受けた幼児の属する世帯の所得状況に応じて、別表に定める階

層区分ごとに区分する。 

（有効期間） 

第７条 区長は、教育標準時間における施設等利用給付認定をするに当たって

は、子ども・子育て支援法施行規則（平成２６年内閣府令第４４号）第２８条

の５第１号の規定に基づき、当該教育標準時間における施設等利用給付認定

の有効期間を、施設等利用給付認定が効力を生じた日から対象となる小学校

就学前子どもが小学校就学の始期に達するまでの期間とするものとする。 

（認定の結果の通知等） 

第８条 区長は、教育標準時間における施設等利用給付認定を行ったときは、施

設等利用給付認定通知書（別記第２号様式）を当該申請者に交付するものとす

る。ただし、第３条第３項の規定により幼稚園等を経由して申請書が提出され

た場合における施設等利用給付認定通知書の交付は、当該申請の際に経由し

た幼稚園等を経由して行うことができる。 

２ 区長は、教育標準時間における施設等利用給付認定申請に係る申請者が支

給要件を満たさないときは、施設等利用給付認定申請却下通知書（別記第３号

様式）により、理由を付して、その旨を申請者に通知するものとする。 

３ 区長は、教育標準時間における施設等利用給付認定の取消しを行ったとき

は、施設等利用給付認定取消通知書（別記第４号様式）により申請者に通知す

るものとする。 

４ 区長は、教育標準時間における施設等利用給付認定申請に対する処分の延

期を行ったときは、施設等利用給付認定遅延通知書（別記第５号様式）により

申請者に通知するものとする。 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、教育委員会事務局次長が

別に定める。 

 

付 則 

１ この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。 

２ この要綱は、施行の日以後に教育を受ける小学校就学前子どもの施設等利

用給付認定について適用する。 

３ この要綱を施行するために必要な準備行為は、この要綱の施行前において

も行うことができる。 



付 則 

１ この一部改正は、決定の日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 

２ この一部改正による改正前の板橋区教育標準時間における施設等利用給付

認定に関する要綱に基づいて作成された様式の用紙で、現に残存するものに

ついては、当分の間、これを取り繕って使用することができる。 

付 則 

１ この一部改正は、決定の日から施行する。 

２ この一部改正による改正後の第１号様式は、令和４年４月１日以後の入園

に係る施設等利用給付認定申請について適用し、同日前の申請については、

なお従前の例による。 

３ この一部改正による改正前の板橋区教育標準時間における施設等利用給付

認定に関する要綱に基づいて作成された様式の用紙で、現に残存するものに

ついては、当分の間、これを取り繕って使用することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表（第６条関係） 

各月初日の幼児の属する世帯の階層区分 

階層区分 定義及び条件 

Ａ階層 生活保護法（昭和25年法律第144号）による被保護世帯並びに中国残留邦人

等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の

自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第１項及び第３項に

規定する支援給付（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成19年法律第127号）附則

第４条第１項に規定する支援給付並びに中国残留邦人等の円滑な帰国の促進

及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成25年

法律第106号）附則第２条第１項及び第２項の規定によりなお従前の例によ

ることとされる支援給付を含む。）受給世帯 

Ｂ階層 Ａ階層を除き当年度分の特別区民税又は市町村民税非課税世帯（特別区民税

又は市町村民税所得割非課税世帯を含む。） 

Ｃ階層 Ａ階層を除

き当年度分

の特別区民

税又は市町

村民税所得

割課税世帯 

第１階層 当年度分の特別区民税又は市町村民税のうち所得割

の額が77,100円以下の世帯 

第２階層 当年度分の特別区民税又は市町村民税のうち所得割

の額が77,101円以上211,200円以下の世帯 

第３階層 当年度分の特別区民税又は市町村民税のうち所得割

の額が211,201円以上256,300円以下の世帯 

第４階層 当年度分の特別区民税又は市町村民税のうち所得割

の額が256,301円以上の世帯 

備考 

１ この表における特別区民税額又は市町村民税額の計算については、東京都板

橋区保育所等の保育費用に関する条例（平成９年板橋区条例第 14号）に規定す

る保育費用に係る特別区民税額又は市町村民税額の計算の例による。 

２ 幼児の属する世帯の階層区分を保護者が証明することができない場合は、当 
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該世帯については、Ｃ階層第４階層に属するものとみなしてこの表の規定を適 

用する。 

３ この表の規定の適用に際し、４月から８月までの月分の保育料を決定する場

合においては、表中「当年度分」とあるのは、「前年度分」と読み替えるもの

とする。 

 



（宛先）板　橋　区　長 年 月 日

年 月 日

銀　　行 ・ 信用金庫

信用組合 ・ 農　　協

〒 － （マンション名等） 父: （ )

母: （ )

自宅: （ )

板橋区への転入日 年 月 日

年 月 日

【施設名】： （ 年 月 日退園）

年 月 日

【施設名】： （ 年 月 日退園）

年 月 日

【施設名】： （ 年 月 日退園）

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

□　その他（　 　　年 　　 月 　　 日）

第１号様式（第３条関係） 子育てのための施設等利用給付認定申請書

記入日

□

□

  以上のことに同意し、子ども・子育て支援法第３０条の５第1項の規定に基づき、次のとおり施設等利用給付に係る認定を申請します。

認
定
種
別

第１号 □
申請子どもが満３歳以上～小学校就学前であり、幼稚園（子どものための教育・保育給付の対象ではない私立幼稚園や国
立大学附属幼稚園）、特別支援学校幼稚部の施設等利用給付認定を希望

申
請
子
ど
も
の
保
護
者
お
よ
び
世
帯
員

フリガナ（口座名義人） 申請子どもとの続柄
年齢 生年月日

氏名

申
請
保
護
者

個人番号

性別 男　・ 女

住
　
所

振　込　先
金 融 機 関

（申請者名義）

金融機関名 支　店　名 支店コード（３桁）

　支店

電話番号

預金種別 普通　・　当座 口座番号（７桁）

板橋区

ひとり親世帯等に該当しますか。
（該当の場合のみ、右の□にレ点を付けてください。）

□ 該　当

年１月１日又は、年１月１日の住所地が板橋区以外の方は記入してください。

□ 年　１月　１日 〔 区（市） 〕 □ 年　１月　１日

フリガナ 続柄
年齢 生年月日

職業・学校名・通園施設名
（単身赴任等で別居の場合は住所）氏名 性別

〔 区（市） 〕

男 ・ 女

転園の場合は、通園していた
施設を記入してください。

申
請
子
ど
も

個人番号

男 ・ 女

転園の場合は、通園していた
施設を記入してください。

申
請
子
ど
も

個人番号

男 ・ 女

転園の場合は、通園していた
施設を記入してください。

申
請
子
ど
も

個人番号

個人番号

男 ・ 女

個人番号

男 ・ 女

個人番号

男 ・ 女

個人番号

男 ・ 女

利用する（予定を含む。）幼稚園・認定こども園（幼稚園枠）・特別支援学校幼稚部について記入してください。

施設名
満

３歳児
年　少
３歳児

年　中
４歳児

年　長
５歳児

利用開始予定日

□　翌年度４月１日入園



第２号様式(第８条関係）

　　　第　　　　　号

１　この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して
  ３か月以内に、板橋区長に対して審査請求をすることができます。
２　この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日か
  ら起算して６か月以内に、板橋区を被告として（訴訟において板橋区を代表する者は板橋区長
  となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記１の審査請求を
  した場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の
  翌日から起算して６か月以内に提起することができます。
３　ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に
  対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処
  分の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由があるときは、上記
  の期間やこの処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日
  から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起す
  ることが認められる場合があります。

保育の必要性の事由

施設等利用給付認定通知書

　先に申請のありました子育てのための施設等利用給付認定について、次のとおり決定しま
したので通知します。

決 定 年 月 日

認 定 区 分

有 効 期 間

保 護 者

住 所

氏 名

生 年 月 日

フ リ ガ ナ

年 月 日

板橋区長

認 定
子 ど も

認 定 番 号

氏 名

生 年 月 日



第３号様式（第８条関係）

　

板橋区長

  

却 下 の 理 由

年 月 日

施設等利用給付認定申請却下通知書

　先に申請のありました子育てのための施設等利用給付認定について、次のとおり却下しま
したので通知します。

申 請 フ リ ガ ナ

子 ど も 氏 名

申 請 者

　　　第　　　　 号

１　この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して
  ３か月以内に、板橋区長に対して審査請求をすることができます。
２　この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日か
  ら起算して６か月以内に、板橋区を被告として（訴訟において板橋区を代表する者は板橋区長
  となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記１の審査請求を
  した場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の
  翌日から起算して６か月以内に提起することができます。
３　ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に
  対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処
  分の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由があるときは、上記
  の期間やこの処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日
  から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起す
  ることが認められる場合があります。

申 請 時
の 住 所

氏 名

却 下 年 月 日



第５号様式（第８条関係）

板橋区長

１　この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して
  ３か月以内に、板橋区長に対して審査請求をすることができます。
２　この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日か
  ら起算して６か月以内に、板橋区を被告として（訴訟において板橋区を代表する者は板橋区長
  となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記１の審査請求を
  した場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の
  翌日から起算して６か月以内に提起することができます。
３　ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に
  対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処
  分の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由があるときは、上記
  の期間やこの処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日
  から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起す
  ることが認められる場合があります。

取 消 年 月 日

遅 延 理 由

保 護 者

住 所

氏 名

生 年 月 日

生 年 月 日

　　　第　  　 　号
年 月 日

施設等利用給付認定遅延通知書

　子育てのための施設等利用給付認定について、現在審査中ですので

　　　　　　　年　　　月　　　日までお待ちください。

認 定
子 ど も

認 定 番 号

フ リ ガ ナ

氏 名



第４号様式（第８条関係）

板橋区長

取 消 年 月 日

　子育てのための施設等利用給付認定について、子ども・子育て支援法第３０条の９第１項
の規定により、次のとおり変更の認定を行いましたので通知します。

認 定
子 ど も

認 定 番 号

フ リ ガ ナ

氏 名

年 月 日

施設等利用給付認定取消通知書

生 年 月 日

　　　第　 　　　号

取 消 理 由

１　この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して
  ３か月以内に、板橋区長に対して審査請求をすることができます。
２　この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日か
  ら起算して６か月以内に、板橋区を被告として（訴訟において板橋区を代表する者は板橋区長
  となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記１の審査請求を
  した場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の
  翌日から起算して６か月以内に提起することができます。
３　ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に
  対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処
  分の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由があるときは、上記
  の期間やこの処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日
  から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起す
  ることが認められる場合があります。

保 護 者

住 所

氏 名

生 年 月 日
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